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令和６年横審第２６号 

裁    決 

水上オートバイＡ水上オートバイＢ衝突事件 

 

  受  審  人  ａ 

    職  名 Ａ船長 

    操縦免許 小型船舶操縦士 

  受  審  人  ｂ 

    職  名 Ｂ船長 

    操縦免許 小型船舶操縦士 

 

 本件について、当海難審判所は、理事官高橋政章出席のうえ審理し、

次のとおり裁決する。 

 

主    文 

 

 受審人ａの小型船舶操縦士の業務を１か月停止する。 

 受審人ｂの小型船舶操縦士の業務を１か月停止する。 

 

理    由 

 （海難の事実） 

１ 事件発生の年月日時刻及び場所 

 令和５年７月３０日１３時３０分 

 静岡県相良港 

２ 船舶の要目 

  船 種 船 名 水上オートバイＡ    水上オートバイＢ 
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  総 ト ン 数 ０.２トン        ０.２トン 

  登 録 長 ３.０２メートル     ２.９９メートル 

  機 関 の 種 類 電気点火機関        電気点火機関 

   出    力 １８３キロワット    １９３キロワット 

３ 事実の経過 

 Ａは、最大搭載人員が３人のＦＲＰ製水上オートバイで、ａ受審人

が単独で乗り組み、救命胴衣を着用し、遊走の目的で、船首尾０.３

メートルの等喫水をもって、Ｂ及びほか２隻の水上オートバイととも

に、令和５年７月３０日１３時００分相良港北方の海岸を発し、同港

南方沖合に向かった。 

ところで、ａ受審人は、令和２年８月に特殊小型船舶操縦士の免許

を取得し、それ以降の夏場のみ、月に１回程度、友人所有の水上オー

トバイを借りて操縦していた。 

ａ受審人は、相良港南方沖合に到着し、Ｂ及び前示の２隻の僚船と

ともにその付近を遊走したのち、いったん停船して集まり、同港の西

防波堤東方約２００メートル沖合の集合地点（以下「東方集合地点」

という。）を目指すこととし、１３時２８分半僅か過ぎＢに続いて再

び発進して海岸線に沿って北上し、１３時２９分少し過ぎ相良港東防

波堤灯台（以下「相良東灯台」という。）から２１４度（真方位、以

下同じ。）１,７５０メートルの地点で、針路を０３０度に定め、 

３７.８ノットの速力（対地速力、以下同じ。）で、手動操舵によっ

て進行した。 

定針したとき、ａ受審人は、Ｂが正船首１００メートルのところと

なり、その後、Ｂのほぼ正船尾を追走する状況となったことを認めた

が、日頃、仲間の水上オートバイと東方集合地点まで航行する際、停

船しないで直接向かっていたことから、このときも、Ｂが途中で停船
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することがないものと思い、Ｂとの船間距離を十分に確保しなかった。 

こうして、ａ受審人は、１３時３０分僅か前相良東灯台から２１７

度９６０メートルの地点に至り、自船が追走していたＢが停船し、衝

突の危険を生じさせる状況となったものの、自船の後方を追走する僚

船の方に視線を向けていてこの状況に気付かず、前方に視線を戻して

至近に迫ったＢに気付き、ハンドルを右に操作したものの、及ばず、

Ａは、１３時３０分相良東灯台から２１８度８６０メートルの地点に

おいて、船首が０６０度を向いたとき、原速力のまま、その左舷船首

部がＢの右舷船尾部に、後方から３０度の角度で衝突した。 

当時、天候は晴れで風力３の南西風が吹き、潮候は上げ潮の中央期

にあたり、視界は良好であった。 

また、Ｂは、最大搭載人員が３人で、ジェットノズル後方に水流噴

出方向制御装置を有する後進可能なＦＲＰ製水上オートバイで、ｂ受

審人が単独で乗り組み、救命胴衣を着用し、遊走の目的で、船首尾 

０.３メートルの等喫水をもって、Ａ及びほか２隻の水上オートバイ

とともに、同日１３時００分相良港北方の海岸を発し、同港南方沖合

に向かった。 

ところで、ｂ受審人は、令和４年１月に特殊小型船舶操縦士の免許

を取得してＢを購入し、それ以降の夏場のみ、月に３回程度、Ｂを操

縦していた。 

ｂ受審人は、相良港南方沖合に到着し、Ａ及び前示の２隻の僚船と

ともにその付近を遊走したのち、いったん停船して集まり、東方集合

地点を目指すこととし、１３時２８分半僅か前僚船の１隻に続いて再

び発進して海岸線に沿って北上し、１３時２９分僅か過ぎ相良東灯台

から２１４度１,７５０メートルの地点で、針路を０３０度に定め、

３７.８ノットの速力で、手動操舵によって進行した。 
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ｂ受審人は、海岸線とほぼ平行に北上を続けていたところ、前方の

海岸付近に遊泳者を認め、自船の後方をＡが追走していることを承知

していたので、停船してＡをやり過ごしてから針路を変更することと

し、１３時３０分僅か前衝突地点で、Ａが正船尾１００メートルのと

ころとなり、このまま続航すればＡの前方を無難に航行する状況であ

ったが、定針する前にＡの動静を確認し、ａ受審人が引き続き自船の

動静を認識しているものと思い、定針後もＡとの相対位置関係を確認

するなど、Ａに対する動静監視を十分に行わなかったので、この状況

に気付かず、ハンドルのレバーを操作して船首方向を航行中と変化さ

せずに停船したところ、Ａの至近で停船する態勢となり、Ａに対して

衝突の危険を生じさせた。 

こうして、ｂ受審人は、後方を振り向いて船尾至近に迫ったＡを認

めたものの、どうすることもできず、Ｂは、船首が０３０度を向き、

行きあしがないまま、前示のとおり衝突した。 

衝突の結果、Ａは左舷船首部外板に擦過傷等を、Ｂは右舷船尾部外

板に亀裂等をそれぞれ生じ、ｂ受審人が右大腿󠄀骨転子部開放骨折を負

った。 

 

 （航法の適用） 

 本件は、港則法が適用される相良港において、東方集合地点に向かっ

て遊走する際、航行中のＡと、航行状態から停船したＢとが衝突したも

ので、適用される航法について検討する。 

本件は、Ｂが、相良港の西防波堤南面から５５０メートルの地点で停

船したものの、Ａ及びＢ両船の大きさを考慮すると、Ｂが停船した地点

の周囲には十分な可航水域があることから、港則法第１０条に基づく同

法施行規則第６条の停泊の制限の適用はない。 
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 また、衝突地点が相良港の西防波堤南面から５５０メートルの地点で

あるものの、Ａ及びＢ両船にとって見通しの悪い場所ではなく、出会い

頭の状況で衝突したものではないと認められることから、港則法第１７

条の適用はない。 

そして、Ａ及びＢが、ともに総トン数２０トン未満の汽船であること

から、両船それぞれが汽艇等に該当し、当時、互いにその外見で容易に

識別できる状況であったと認められるので、港則法第１８条の適用もな

い。 

 その他、港則法には、本件に適用されるほかの航法規定がないので、

一般法である海上衝突予防法（以下「予防法」という。）が適用される

こととなる。 

 Ａ及びＢの相対位置関係のみを見ると、衝突の直前までＢがＡの前方

を航行していたことから、予防法第１３条の追越し船の航法の適用が考

えられるが、Ｂが停船せずに続航していれば、両船は１００メートル隔

てて航行していたこと及びＡの前方を航行するＢが衝突の約５秒前に停

船し、このとき以降、衝突の危険が生じたもので、予防法の定型的航法

を適用する通常の運航方法をもって避航動作をとる十分な時間的、距離

的余裕があったとは認められないことから、本件に同条を適用するのは

相当でない。 

 その他、予防法には、本件に適用すべき航法規定がないことから、本

件は、予防法第３８条及び第３９条を適用して船員の常務により律する

のが相当である。 

 

 （原因及び受審人の行為） 

本件衝突は、相良港において、ＡがＢを追走しながら東方集合地点に

向かって遊走する際、ＡがＢとの船間距離の確保が不十分であったこと



－6－ 

 

と、Ｂが、動静監視不十分で、後方を追走する態勢のＡの至近で停船し、

衝突の危険を生じさせたこととによって発生したものである。 

 ａ受審人は、相良港において、ＡがＢを追走しながら東方集合地点に

向かって遊走中、Ｂのほぼ正船尾を追走する状況となったことを認めた

場合、３７.８ノットの速力で航行していたのだから、Ｂが停船しても

回避することができるよう、Ｂとの船間距離を十分に確保すべき注意義

務があった。ところが、同人は、日頃、仲間の水上オートバイと東方集

合地点まで航行する際、停船しないで直接向かっていたことから、この

ときも、Ｂが途中で停船することがないものと思い、Ｂとの船間距離を

十分に確保しなかった職務上の過失により、Ｂとの衝突を招き、Ａ及び

Ｂ両船にそれぞれ損傷を生じさせ、ｂ受審人を負傷させるに至った。 

以上のａ受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、

同法第４条第１項第２号を適用して同人の小型船舶操縦士の業務を１か

月停止する。 

 ｂ受審人は、相良港において、ＡがＢを追走しながら東方集合地点に

向かって遊走中、遊泳者を認めて停船する場合、自船の後方をＡが追走

していることを承知していたのだから、衝突のおそれの有無を判断でき

るよう、定針後もＡとの相対位置関係を確認するなど、Ａに対する動静

監視を十分に行うべき注意義務があった。ところが、同人は、定針する

前にＡの動静を確認し、ａ受審人が引き続き自船の動静を認識している

ものと思い、Ａに対する動静監視を十分に行わなかった職務上の過失に

より、Ａの至近で停船し、Ａに対して衝突の危険を生じさせて衝突を招

き、Ａ及びＢ両船にそれぞれ損傷を生じさせ、自身が負傷するに至った。 

以上のｂ受審人の行為に対しては、海難審判法第３条の規定により、

同法第４条第１項第２号を適用して同人の小型船舶操縦士の業務を１か

月停止する。 
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 よって主文のとおり裁決する。 

  

令和６年１１月１４日 

     横浜地方海難審判所 

          審 判 官  米  倉     毅 

 


